
ご参考Ⅰ： 今、二世帯住宅が求められる理由

①都市部において、親世帯となる世代が建替え時期を迎えています。

※国交省 住宅着工統計より作成

1960年代を中心とする高度経済成長期には都

市やその近郊に多くの若年層が流入し、その自
家取得時期となった70年代には大量の戸建住
宅が建設されましたが、これらのストックが築40

年前後を経て建替え時期を迎えています。

実際、2011年度に調査した当社の二世帯住宅
契約者の平均築年数は37.9年、親世帯の半数
は40年代生まれで前述の大量流入世代にあた

り、今後も大量のストックから二世帯住宅への
建替え市場は増えていくと予想されます。

②共働き世帯と待機児童の増加。子育てに親のサポートが欠かせない時代に。

わが国でも男女共同参画社会ということが

言われて久しく、女性の就業率は年々高く
なってきました。若い世代はもちろん50代後半

以降の女性の就業率の伸びは更に大きく、こ
の30年間で3倍以上になっています。
当社の二世帯住宅調査によると、共働き子
世帯の保育園利用率が92％と高く、二世帯同
居の9割で、また同居していなくとも15分圏内
に親が住む近居においてもその7割が親によ
る子育てサポートを受けています。

③ますます進行する高齢・長寿社会では、老後に備えた住まいづくりが重要です。

高齢社会化が進展した現在、特に女性は平
均余命から想定される寿命が90歳近くまで伸

びるなど、老後に備えた住まいづくりが重要に
なっています。
二世帯住宅であれば、物理的な距離が近い
だけに介護面での子世帯の負担が少なく、さ
らに訪問介護サービス利用時に子世帯の暮ら
しが外部からの影響を受けないというメリット
があります。

1970年代戸建着工
合計約870万戸

（介護保険利⽤者のみ集計）

◆建物分離度別 介護サービス利用



ご参考Ⅱ：二世帯住宅の社会背景と需要の変化

1975年 二世帯住宅の誕生
二世帯住宅が誕生した1975年当時は、特に農家などを中心に、親世代の家族と子供世代の家族が生計を

一にする大家族として「同居」する住まい方が一般的な時代でした。一方、サラリーマン世帯を中心に核家族
化が急激に進んでいる時期でもあり、特に人口流入が進行する都市や近郊では、新たな土地を購入すること
が難しいなどの理由から2つの核家族（生計を別にする親世帯と子世帯）が、1つの住宅に同居するという状
況も増加しつつありました。

そのような社会背景から誕生した「二世帯住宅」にとって、当初のテーマは「世帯間の分離度・独立性」を高
めることでした。そのため発売当初の二世帯住宅は、親世帯が1階、子世帯が2階に住み、内部では世帯間
の行き来ができない外階段タイプの商品に限定して発売されました。

◆地価と二世帯住宅について

1975年～1980年代 地価上昇局面における二世帯住宅の普及と多様化
その後、それぞれの世帯の住戸に全ての機能を備えながらも世帯間の行き来ができるタイプや、玄関を共

有しながら内部では世帯間の独立性を確保したタイプなど、いくつかのタイプの二世帯住宅を提案してきまし
た。その中で、「世帯間の分離度・独立性」というテーマに沿って、昔ながらの「同居」と区別するために、少な
くとも「キッチンを2ヶ所」設けることを二世帯住宅の定義とし、普及に努めてきました。

1990年代～2008年 地価下落局面における二世帯住宅受注比率の低下
1990年代以降の地価下落局面に入ると都市部でも土地の購入が比較的容易な状況となり、我慢してでも二

世帯が一緒に「同居」する必然性は低くなってきました。当社でもそれ以前に比べ二世帯住宅の受注比率が
下がる傾向にありました。

2009年～ 地価動向と連動しない二世帯受注比率の上昇

2009年以降、地価上昇局面ではないのに当社の二世帯住宅受注比率は再び高くなる傾向が見られ
ます。これは、経済的メリットよりも、子世帯が共働きでも親世帯が孫の面倒を見たりいざという時に
助け合えるといった世帯間の協力や、大家族で楽しく交流できることなどにメリットを感じる方が増えて
いるためではないかと推測します。
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ご参考Ⅲ：二世帯住宅４つのメリット 

    

同居のメリット１：日常での協力 同居のメリット２：何かあったら協力 

同居のメリット３：経済面 同居のメリット４：精神面 



  

ご参考Ⅳ：当社の商品提案の歴史 

    


